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要約 

 

この論文では、二酸化炭素削減を中心とした地球大気環境問題対策をディーゼル乗用車

に焦点をあて、考察していく。また運輸業界の環境問題の現状を検証した後、急速に技術

革新がなされているディーゼル車がどのようなメリットを発揮できるかについて考察する。

ディーゼル乗用車は高い環境性能や実用可能性をもち、日本で全く普及していない現状を

打破するべく、その普及条件を選定する。日本へディーゼル車の導入を考えたとき、ケー

ススタディを行った結果、現状のままでも概ね経済的な問題は無い。しかし、以前の日本

や欧州と比べそのコストメリットが少なくなったため、普及させるためには、いくつかの

政策により、ディーゼル車のコストメリットを今以上に強く打ち出す必要がある。そこで

ディーゼル乗用車の普及する欧米水準を普及条件とし、いくつかの政策を検証する。これ

らの政策は概ね現実的な範囲内にあることを求められ、ディーゼル乗用車の導入は可能か

つ有効であるといえる。 
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序章 

 1990 年代に入り、地球温暖化が人類をはじめとする生物界全体に深刻な問題をもたらす

ことが指摘され始めた。温暖化の原因としてさまざまな要因が考えられるが、世界の科学

者で構成される IPCC（気候変動に関する政府間パネル）は、2001 年に発表した第 3次評価

報告書の中で、温暖化はまぎれもなく人類の活動によるものだと結論付けている。地球温

暖化は、すでに異常気象などにより我々の生活にも影響をもたらしているが、今後、温暖

化による砂漠化の進展や氷原・氷床の減少などの直接的な影響のほか、食糧生産、海岸の

浸食、生物種の減少などにも一層深刻な影響がでてくるものと予想される。地球温暖化の

原因となっているガスには様々なものがある。なかでも二酸化炭素はもっとも温暖化への

影響度が大きいガスである。IPCC 第 3 次評価報告書によれば、温室効果ガス別の地球温暖

化への寄与は、二酸化炭素 60％、 メタン 20％、 一酸化二窒素 6％、オゾン層破壊物質で

もあるフロン類（CFCs、HCFCs）とハロン 14％、 その他（HFCs、PFCs、SF6 など）0.5％以

下となっており、石油や石炭など化石燃料の燃焼などによって排出される二酸化炭素が最

大の温暖化の原因と言える。さらに、日本において、この二酸化炭素が、増え続けており、

京都議定書の規定による１９９０年の基準年と比べ、２００３年には８．３％の増加とな

っている。 

現在、様々な最新技術車が多数発表され、実現されたものもあり、今後実現されるかも

しれない次世代自動車も多くある。本論文では、これらの様々な新しい技術の中からディ

ーゼル乗用車を取り上げる。一般的に日本ではディーゼル車は「昔の技術」「汚い」という

イメージが定着している。現在、商用ディーゼルトラックはそのエンジンパワーや経済性

の観点から代替ができないため普及こそしているものの、ディーゼル乗用車はほとんど日

本ではみられない。ディーゼル車がこれまで多くの公害をもたらしたことは事実である。

しかし、このような悪いイメージとは対照的に優れた燃費性能を誇っていたこともまた事

実である。昨今の技術革新により、ディーゼルは非常にクリーンなものとなっており、そ

のエンジン特性のもつ可能性に多くのメーカーが注目している。ディーゼル乗用車のもつ

優れた燃費性能を活かし、二酸化炭素の削減に向け、いかに日本市場でディーゼル乗用車

を普及させるかが本論文の目的である。なぜ優れた特徴を有するディーゼル乗用車が日本

では普及しないのか。この論文を通して分析し、地球大気環境改善に向け、ディーゼル乗

用車の普及の可能性を考えていきたい。 
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第１章 ディーゼル自動車 

（１）日本の自動車業界の現状 

運輸部門は、日本の部門別二酸化炭素排出量において、産業部門・民生部門に次ぐ３番

目に大きな部門である。また運輸部門内での輸送機別二酸化炭素排出割合では、自家用車

がほぼ半分の割合を占めている。（下図参照） 

日本の二酸化炭素排出割合および運輸部門の輸送機別二酸化炭素排出割合 

 

（資料）交通エコロジー・モビリティ財団 

つまり、ここでは自家用乗用車が、温暖化に深く関わっていることがわかる。このこと

からも、自家用乗用車の温暖化対策は、重要であり、逆に言えば二酸化炭素削減に向けて

大きな可能性があるといえる。自動車は、我々の現在の経済活動、国民生活に欠くことの

できないものとなっているが、その一方で、その大量普及によって、大気汚染や地球温暖

化といった環境問題への対応といった課題を抱えている。 

 

（資料）財団法人 自動車検査登録協力会 

今後の自動車社会の持続的な発展のためには、こうした課題を克服していくことが必要で

あり、温室効果ガスの大半を占める二酸化炭素の排出量を抜本的に削減することが必要で
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あるといえる。 

 こうしたなか、ディーゼル乗用車は、熱効率に優れており、ガソリン乗用車と比べ、燃

費も良い。最新のディーゼル乗用車は９０年代後半の技術革新や燃料品質の向上によって、

大幅な性能向上と排出ガスのクリーン化が進んでおり、かつてのディーゼル乗用車のイメ

ージである黒煙排出とは無縁のものとなっている。そこで私は、ディーゼル乗用車に着目

し、その可能性を検証する。 

 

（２）ディーゼル乗用車とは 

ディーゼルエンジンはガソリンエンジンの２０年後にドイツ人のルドルフ・ディーゼル

によって１８９７年に発明された。キャブレターによって燃料と吸気を予め混合し、スロ

ットルによって出力をコントロールする当時のガソリンエンジンに対し、ディーゼルエン

ジンは燃料噴射系として燃料ポンプやインジェクターを必要とするものであり、高い効率

を実現した。ディーゼル乗用車は、１９３６年にダイムラー・ベンツ社により実用化され

たが、高い熱効率を示し、燃費性能はガソリン乗用車より優れていたものの、出力の点で

はガソリンエンジンに遠く及ばなかったため、大きく普及することはなかった。 

現在でもディーゼルエンジンは実在する自動車用内燃機関の中で最も高い熱効率を誇っ

ており、ノッキングを生じにくいという優れた特徴から大型トラックを中心とする自動車

用のみならず、船舶用機関、機関車、発電用機関として広く利用されている。 

 

（３）ディーゼルエンジンの特徴 

ガソリンエンジンとディーゼルエンジンの最も違う点は、その燃焼方式にある。通常の

ガソリンエンジンが空気とガソリンを混合した混合気をシリンダー内に吸入し、点火プラ

グの火花で燃焼を発生させるのに対し、ディーゼルエンジンは、シリンダー内に吸入した

空気を圧縮し、圧縮された空気が高温になった時点で、燃料を霧状にシリンダー内に噴射

することで、自己着火させることにより燃焼を発生させている。このような燃焼方式や圧

縮比の違いなどにより、ガソリンエンジンに比べて、ディーゼルエンジンは、熱効率が高

く、二酸化炭素の排出量が少ない。また、耐久性も高く、ターボ過給（第３章詳細）によ

って比出力を上げることができるといったメリットがある。しかし、このようなメリット

がある一方で、ディーゼルエンジンには、ＮＯｘやＰＭの発生量が多く、大きな振動や騒

音、パワー不足などのデメリットもあった。つまり、これらのデメリットさえ解消するこ

とができれば、二酸化炭素の排出量が少なく、熱効率の高いディーゼル乗用車は、二酸化

炭素排出量の削減に向けて有効であるといえる。 
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第２章 ディーゼル乗用車をとりまく環境 

 

二酸化炭素削減に向け、その効果が期待されるディーゼル乗用車であるが、日本での導

入を検証するにあたり、ディーゼル車をとりまく環境を把握する必要がある。そこでこの

章では、日本および欧州のディーゼル車の現状およびディーゼル規制について考察してい

きたい。 

 

（１）日本におけるディーゼル車の現状 

日本のディーゼル乗用車は、１９５７年にトヨタ自動車よりクラウンディーゼルとして

登場したが、数年で製造は中止された。しかし、その後ずつ普及を続け、１９７０年代後

半には、オイルショックなどを契機にディーゼル乗用車の普及が本格化した。また１９８

０年代後半には、三菱パジェロに代表されるＲＶブームもあり、ディーゼル乗用車の保有

台数は増加していった。保有台数は１９９６年に５０７万台余りでピークを迎え、保有比

率でみると１９９５年に１０．９％となったが、その後、様々な要因により減少した。販

売シェアにおいても、１９９０年代以降は一貫して低下基調であり、２００２年には０．

１％まで低下している。 

 

 

 

（資料）国土交通省調査 

１９９０年代後半、ディーゼル乗用車に関しては、筒内直接噴射方式、可変機構ターボ、

コモンレールシステム、ＤＰＦ＊といった新しい技術が開発され、排出ガスのクリーン化

が進むとともに、動力性能の面でも中速域の加速性能等ではガソリン車以上とも言えるほ

どの性能向上がなされたが、日本ではその時点で既に販売シェアが低下の一途をたどって

おり、これらの革新的技術が導入された最新のディーゼル乗用車が日本の市場に投入され

ることはなかった。このため、ディーゼル乗用車の高性能化について、日本のユーザーに
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は、ほとんど認知されなかったものと考えられ、日本におけるディーゼル乗用車は、副室

燃焼式でターボのない、低出力で排出ガス性能に問題があるものとなり、そのイメージは

遅くて、汚いものとして捉えられる傾向にあるといえる。 

 

＊語句補足説明＊ 

ＤＰＦ ディーゼル・パティキュレート・フィルター（Diesel Particulate Filter）の略

で、ディーゼル微粒子除去装置のこと。ディーゼル自動車から粒子状物質を削減する。自

動車の排気管の一部にフィルターを装着することで、排出ガス中に含まれる粒子状物質を

フィルターで捕集し、その捕集した粒子状物質を燃焼等で除去することによりフィルター

を再生、捕集性能を維持できる。東京都では、知事が指定するディーゼル微粒子除去装置

を装着したディーゼル自動車については、PMの排出基準に適合する自動車と認定し、必要

に応じて点検・整備することを義務づけている。 

 

（２）欧州におけるディーゼル車の現状 

一方、欧州全体において、ディーゼル乗用車の割合は、年々増加傾向にある。特に１９

５０年代後半からの普及の拡大は著しい。１９５０年代後半は、ディーゼルエンジンの革

新的な高性能化が実現した時期にあたり、欧州のユーザーには、もともと燃費のいいディ

ーゼル乗用車はコストメリットが高いという認識があったことに加えて、乗用車としての

性能や排出ガスの両面での進化が普及拡大につながった。具体的には、１９９０年におい

て、新車登録台数に占めるディーゼル乗用車の割合は１５％程度であったが、１９９４年

には２２．３％まで上昇している。その後、しばらく大きな変化はなかったが、１９９８

年以降は、毎年４％程度増加し、２００２年には４０％に達している。ダイムラークライ

スラー社をはじめ、各メーカーもディーゼル乗用車に注目し、新たなモデルを投入すると

同時にコンセプトカーも多数発表されている。２００３年にはモーターショーにて、次世

代自動車として期待されている燃料電池車や今話題のハイブリッドカーと並んで、環境に

優しい自動車としてディーゼル車が発表されている。日本の自動車メーカーも、欧州のデ

ィーゼル乗用車市場に対し、積極的に車を投入している。ディーゼルの有望な欧州市場を

視野に入れて、２００３年９月、フランクフルト・モーターショーではホンダが初めて自

社開発したディーゼルエンジンを搭載した「アコードディーゼル」を発表した。これは新

たな排出ガス処理技術で２００５年導入の欧州排出ガス規制「ユーロ４」をクリアし、優

れた燃費性能を実現している。さらにマツダのアテンザ（ディーゼル）は早期から「ユー

ロ４」に適合する環境性能の実現、トヨタのアベンシス（ディーゼル）はＤＰＮＲ＊の採

用による高い環境性能といった特徴のディーゼル乗用車を販売しており、いずれも高い経

済性とガソリン車に近い静粛性を兼ね備えている。最近話題となったトヨタの高級ブラン

ド「レクサス」においても、スポーツセダン「ＩＳ」にディーゼルエンジンを搭載し欧州

にて販売されている。（＊ＤＰＮＲについては次章にて詳しく説明する。） 
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欧州各国のディーゼル乗用車比率推移（対乗用車新車登録台数） 

 

（資料）欧州自動車工業会（ＡＣＥＡ） 

 

（３）ディーゼル乗用車の規制の動向 

深刻な大気汚染が問題視されるいま、世界中で自動車の排出ガス規制は大きく変化して

きている。クリーンな車社会を目指し、特にディーゼル車にとって大きな課題であった窒

素参加物（ＮＯｘ）、ＰＭ（粒子状物質）の規制はすでにかなり厳しい水準に達してきてい

るが、今後はさらに著しく高いクリーンさを要求される。 

日本の規制 

日本のディーゼル車として絶対数の多いトラックの規制は、１９９８年以降、もともと世

界的にも厳しい規制を強いていたＮＯｘはさらに厳しく、非常に甘かったＰＭの排出水準

も大幅に引き下げられている。２００３年から２００５年までの規制は「新短期規制」と

呼ばれ、ＮＯｘは未規制だった１９７４年以前の排出と比較すると当時の８０％減にまで

抑えられており、またＰＭのほうも１９９４年以前から８０％の低減となっている。２０

０５年から施行される「新長期規制」ではさらに厳しい。これは２０１０年に予定される

米国の規制が実現するまで、世界で最も厳しい規制となり、ＮＯｘでは１９９４年以前の

水準から８８％減であり、ＰＭでも９７％減にまで抑えられる。乗用車の規制も同じよう

に規制がかなり強化されていることがわかる。（次頁図参照） 
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排出ガス規制の変遷（ディーゼルトラック） 

 

排出ガス規制の変遷（乗用車） 

 

乗用車排出ガス規制（欧州・アメリカ） 

 

（資料）（社）日本自動車工業会 
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欧州の規制 

ディーゼル車の増加が著しい欧州では、すでに９５年には欧州のディーゼル排出ガス規制

「ユーロ２」が施行され、２０００年にはＰＭ排出が日本よりはるかに厳しい「ユーロ３」

へと強化されている。また、地球温暖化京都会議のＣＯＰ３を受け、２００５年からの「ユ

ーロ４」はさらに厳しい水準となっている。これを９５年当時と比較すると、車両３・５

トン以上の大型車の場合はＰＭ、ＮＯｘともに約３分の１もの低減となる。また、２００

８年頃にはさらにもう１ランク厳しい規制も検討されている。 

 

アメリカの規制 

アメリカでは、７０年代のオイルショックを背景にマスキー法という厳しい規制を設けた

ことで有名であるが、これは対環境政策というよりは省エネルギーという観点からの規制

であったといわれている。その後、９０年代に入るとＮＯｘ、ＰＭとも欧州と競うように

規制を強めてきており、２０１０年からは世界で最も厳しい規制が予定されており、ディ

ーゼル乗用車の規制もより厳しいものとなっていく。 

 

以上のことからも、世界的に排出ガスの規制は強まってきている。しかし、前に挙げた

とおり様々な技術革新や燃料である軽油の硫黄分低下の成功などにより、今後厳しくなっ

ていく規制をも、ディーゼル車はクリアできる日は近いとの見方が強い。 

 

（４）今後に向けて 

ここで注目したいことは、２００８年から開始される二酸化炭素の自主規制協定（燃費

規制）である。日本では、これまでＰＭやＮＯｘと比べ、あまり注目されてこなかった二

酸化炭素の排出が規制の対象となる。このことは欧州においても同じであり、具体的には

メーカーごとにそれぞれ全車両の二酸化炭素の平均値を１４０ｇ/km 以下にするという協

定である。イメージとしては、燃費の悪い車を売ると、その代わりに燃費の良い車を多く

売って相殺し、その平均が目標値内で収まるようにしなければならないということである。

このことから各メーカーは、二酸化炭素の排出量の少ないディーゼルエンジンに着目し、

開発競争を繰り広げている。これらの動向からもディーゼル乗用車は、排出ガス規制をク

リアし、普及することで、二酸化炭素の削減に向けて大きな役割を果たすといえる。そこ

で次章では、ディーゼル乗用車の将来性および最新技術について検証し、普及させること

の意義を考える。 
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第３章 ディーゼル乗用車の将来性はあるか 

 

以上のことを踏まえ、ディーゼル車の普及が二酸化炭素削減に効果があることが直感的

にわかったが、いくら現段階にて優位性があったとしても、長期的なメリットや次世代に

向けて柔軟に対応できないものでは、普及するインセンティブは弱いものとなってしまう。

また、今後さらに厳しくなっていく排出ガス規制に向けて、ディーゼルのデメリットであ

るＰＭ（粒子状物質）やＮＯｘ（窒素酸化物）の規制をクリアできなければ、ディーゼル

乗用車の普及は現実的ではない。そこで、本論文で焦点にあてているディーゼル乗用車の

将来性を考えるにあたって、その土台となる最新の技術とその動向についてみていく。 

 

（１）最新のディーゼル乗用車とその技術 

かつて販売されていたディーゼル乗用車は、現在のディーゼル乗用車と比較すると、技

術レベルに格段の差がある旧世代のディーゼル乗用車であり、ディーゼルエンジンのデメ

リットは、現在その技術革新により解消されつつある。 

 ディーゼル乗用車のデメリットを解消するための鍵は、３つの技術にかかっている。３

つの技術とは、それぞれ①エンジンの燃焼技術②排出ガスの後処理技術③軽油低硫黄化な

どの燃料技術である。そして、これら３つの技術をバランスよく制御する技術も非常に重

要である。ディーゼル乗用車は、これら３つの技術をバランス良く高いレベルで備えるこ

とによって、性能面・環境面の両面で活躍できる。これらの技術はどれ一つ欠くことはで

きず、どれかを単独で用いるものでもない。３つの技術をこのように組み合わせるかによ

って、そのディーゼル乗用車の成否が決まってくるのである。しかし、これまでは自動車

業界を中心とする「燃焼技術」、触媒業界を中心とする「後処理技術」、そして石油業界を

中心とする「燃料の技術」が、それぞれ個々に独立した形で技術開発を行ってきた。これ

からはこれらの業界がいかに連携して、最適な方法を構築するかにディーゼル乗用車の将

来はかかっている。ここで、それぞれの技術により、ディーゼル乗用車がどのように技術

進歩したかを、以下簡単に触れておく。 

①燃焼技術 

ターボ 

まず、燃焼技術の代表的な例として、ターボという新技術が挙げられる。ターボとは一種

の空気圧縮機のことで、大量の空気を圧縮した状態でエンジンの燃焼室に送り込む。圧縮

された空気は密度も増しているので、より多くの酸素を送り込んでいわゆる過給状態で燃

焼させることができる。そうすることによって、同じ大きさのエンジンにおいても、ター

ボ搭載車は高出力を発揮することができる。ターボは、ノッキングが少ないという理由か

ら、ガソリン車ではなく、ディーゼル車に適している。ディーゼル乗用車がターボ技術を

備えた場合、元来ガソリン車と比べ見劣りしていた出力が高出力となる。また、エンジン

の小型化が可能になり、燃費がさらに向上する。それだけではなく、エンジンの小型化は
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軽量化につながり、相乗的に燃費の向上効果が得られる。さらに、ここでは説明を省くが、

黒煙発生の抑制、騒音大幅低減、ＮＯｘの生成の抑制にも結びつき、ターボの技術は様々

な点においてディーゼル車をクリーンかつパワフルな存在にする優れた技術である。欧州

では、馬力のある走りを可能としたターボ搭載ディーゼル乗用車が多く見られる。 

 

コモンレールシステム

緻密な電子制御が可能な蓄圧装置と、優れたインジェクター＊によって、運転状況に最適

なかたちで燃料を噴射するシステムのこと。燃料を送り込むサプライポンプ、燃料の蓄圧

装置、インジェクター、運転状況を検知するセンサーで構成され、シリンダー内の燃焼状

態を常に最適にコントロールする。そのため燃焼効率に優れ、低燃費や排気ガスのクリー

ン化を実現する。１９９０年代後半に、新たな噴出ポンプやコモンレールシステムによる

高圧噴射を実現したディーゼルエンジンが登場し、エンジン回転数によらない高圧噴射が

可能となり、排出ガス、動力性能、騒音、振動等の各面での大幅な性能向上がもたらされ

た。現在、ディーゼルエンジンに多く採用されている。 

 

②排出ガスの後処理技術 

連続再生型ＤＰＦ 

今後の厳しい規制において、非常に重要な役割を果たすといわれているのが、この「後処

理技術」である。かつてガソリンエンジンに立ちはだかった排出ガス規制に対し、三元触

媒の技術が最終的な解決をもたらしたが、ディーゼルエンジンも同じ道筋をたどっている。

現在、ディーゼルエンジンで最大の難物となっている排気汚染物質はＰＭ（粒子状物質）

である。そして、これを解決すべく開発されたものがＰＭを消滅させる最新の後処理技術

「新ＤＰＦ」である。近年ＤＰＦも進化を続け、エンゲルハルド社の酸化触媒つきＤＰＦ

やジョンソンマッセ―社の連続再生型トラップなどの進化型ＤＰＦが開発されている。し

かし、これらの連続再生型ＤＰＦはＰＭ低減には非常に有効であるのだが、排出ガスの第

２の難物であるＮＯｘ（窒素酸化物）の低減には全く寄与しないのである。そこで、連続

再生型ＤＰＦとは別にＮＯｘの後処理技術も必要である。従来ＮＯｘ処理技術において実

用レベルに達するものは無かったが、現在技術革新により、その解決が目前に迫っている。

この技術を以下順に２つ紹介する。 

尿素触媒（ＮＯｘ後処理技術） 

ＮＯｘのＮ（窒素）とＯ（酸素）を切り離して無害化するのに、アンモニアと化学反応を

起こさせるという技術である。実用レベルに達しつつあるが、問題点としてこの触媒はＮ

Ｏｘに対してのみ有効であり、ＰＭに対しては前述したような浄化装置ＤＰＦが別途必要

になる。トラックではダイムラークライスラーや日産ディーゼルがこのシステムを導入し

ており、新長期規制への対応を前倒しして実用化に成功した。他のメーカーでも開発が進

んでおり、２０１０年までに導入予定のさらに厳しい排出ガス規制値への対応を想定でき
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ているなど、その将来性は明るい。 

ＤＰＮＲ（ＮＯｘ後処理技術） 

Diesel Particulate NOx Reduction の略。ＰＭとＮＯｘの同時浄化システムのことであり、

トヨタ自動車が開発している技術である。これはＮＯｘを浄化する触媒とＰＭを取るフィ

ルターが一体化している装置である。このシステムが成立するには、燃料である軽油の低

硫黄化が必要となる。しかし、昨今燃料のサルファーフリー（低硫黄化）が進み、実際に

販売され始めているなど、その体制は整いつつある。さらに、前述したとおり、トヨタ自

動車はＤＰＮＲ技術を搭載したアベンシスを販売開始している。 

 

③軽油低硫黄化（環境配慮型燃料） 

ガソリンや軽油に含まれる硫黄分を少なくすることで、世界的に燃料の低硫黄化が進んで

いる。日本は世界に先駆け、最も低い硫黄分水準であるサルファーフリー（硫黄分１０ppm

以下）を導入している。石油元売り大手のジャパンエナジーによれば、各サービス店舗に

おいて、２００５年からガソリンと軽油の価格を現行製品より１リットルあたり約１円高

く設定し、全商品を硫黄分１０ppm 以下に抑えた最高水準のサルファーフリーを導入してい

る。価格的にも大きな影響は無いと考えられる。 

 

上記技術はどれも実用化あるいは実用化の目処がたっており、ディーゼル乗用車のデメリ

ットの解消は現実的であるといえる。さらに、これら３種類の技術が業界連携により、組

み合わさっていくことで、今後厳しくなっていく排出ガス規制に対しても対応できるとい

う見方が強い。問題点は、これらの技術開発コストがどれだけ車両価格に反映されるかと

いうことである。車両価格が高くなると、ディーゼル乗用車本来のメリットである高い熱

効率といったコストメリットが相殺されてしまう可能性がある。 

 

＊語句補足説明＊ 

キャブレター・・・・空気と燃料を混ぜる際に、燃料を供給する気化器のこと 

インジェクター・・・シリンダー内に燃料を噴射する装置のこと。このインジェクターに

よる噴射特性が、エンジンの燃費、排気、また出力特性に大きな影

響を与える。 
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（２）ディーゼルは次世代への架け橋となり得るか 

次世代技術 燃料電池をとりまく環境 

ディーゼル乗用車の最新技術の革新とは別に、世界では環境配慮型次世代自動車である

燃料電池車の開発も行われている。燃料電池車は優れた性能を誇っており、燃料電池車が

普及した際、ディーゼル乗用車はそもそも普及する必要性があるのか。そこで、ここでは

燃料電池車について検証し、ディーゼル乗用車の普及に意義を考えていく。 

燃料電池は数年前から多くメディアに取り上げられている。燃料電池とは水の電気分解

と逆のプロセスで、水素を燃料として空気中の酸素と化学反応させることで燃やすことな

く発電する装置である。したがって、この発電過程においての排出物は水だけで、地球温

暖化の原因である二酸化炭素も、大気汚染の原因であるＮＯｘやＰＭも一切排出しない。

燃料電池の技術は、自動車用のみならず家庭用、さらには携帯電話やパソコンなど非常に

広範囲にわたる用途が期待されるようになっている。副大臣会議「燃料電池プロジェクト

チーム」の報告書によれば、２０２０年までに日本国内だけでも累積１００兆円の燃料電

池関連の新規マーケットが創出されると見積もられており、日本経済のコアテクノロジー

としても大きな期待を集めるようになった。現在、企業間で激しい燃料電池の開発競争が

繰り広げられており、グローバル企業のほとんどすべてが大小の差はあるものの、燃料電

池に関連した研究開発投資を行っているといわれている。小泉首相自らがリーダーシップ

をとって燃料電池普及施策を進めるなど、日本政府もかなり力を入れているが、一方アメ

リカ政府もこの巨大なマーケットを狙って、２００４年２月にブッシュ大統領が今後５年

間で燃料電池・水素エネルギー関連に１２億ドルの追加的な予算措置をすることを発表し

ている。また欧州でも２０２０年までに２０％の自動車用石油代替燃料の燃料電池投入を

目標とするプロジェクトをスタートさせた。このように世界各国で官と民が一体となって

燃料電池・水素エネルギー社会へ動き出していることがわかる。 

 

燃料電池自動車 

燃料電池車は各メーカーから既に試験的ではあるが実用化されている。トヨタ自動車の燃

料電池車「ＦＣ－ＨＶ」やホンダの「ＦＣＸ」、メルセデス・ベンツの「Ｆ－CELL」などが

その例に挙げられる。性能面については例えば、「Ｆ－CELL」が最高速度１４０キロ、航続

距離１５０キロが可能であるというレベルに達している。２００２年には燃料電池バスも

開発されるなど、技術は日に日に進歩している。しかし、まだ燃料電池車にも課題も多い。

まず、燃料電池車はエネルギー効率がガソリン車や特にクリーンディーゼル車に比べ大き

く下回る。また、燃料電池車は低温での作動性に問題が生じていることや、水素の安全性

の問題もある。水素はかなりの人為的なコントロールが必要とされており、水素漏れなど

に起因する深刻な事故が起きないよう実用化に向けてまだまだ技術革新が必要である。 

 しかし、上記で述べた燃料電池車の技術的な課題は、世界中のメーカーが解決へ向けて

取り組んでいる現状からすれば、２０１０年頃までには概ね解決するといわれている。で
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は、その後の普及に際し最大の課題となる車両コストについてみていく。 

 

燃料電池車のコスト 

昨今、市販された燃料電池車はいずれも１台数億円というものだが、これはほとんどが部

品一つひとつのために金型までつくらなければならない実情を考えると、値段はあってな

いものと等しい。量産化された際、どのように値段が下がっていくのかを考えるにあたっ

て、アメリカのアメリカ合衆国エネルギー省（ＤＯＥ）が算出した試算を参考にする。こ

れによると、２０１０年時の車両価格目標はガソリンエンジン車の１．２倍から１．５倍

程度である。これは、なんとか市場に受け入れられる水準であるが、これはあくまで目標

となる。また燃料電池車が累積５００万台に達したときに、採算面・コスト等様々な面か

らみて、政策的な支援がなくても燃料電池車が普及できる状況にあるといわれており、こ

れは２０２０年頃達成できるともいわれている。 

 

燃料電池車の水素供給問題とディーゼル車の柔軟性 

では次に燃料電池車に欠かせない水素の供給であるが、世界的に水素供給ステーションで

水素を燃料電池車に供給する方式に統一されようとしている。この中で現在、最も現実的

であるのが高圧水素貯蔵方式といわれるもので、先に挙げたトヨタ自動車「ＦＣ－ＨＶ」、

ホンダ「ＦＣＸ」、ダイムラークライスラーの「Ｆ－CELL」のいずれもこの方式を採用して

いる。現在資源エネルギー庁の研究事業において、東京・横浜地区に新たに５ヶ所の水素

供給ステーションが建設されているなど、日本では国主導による水素供給ステーションの

技術開発とインフラ整備が進められている。ここで問題であるのは、水素のコストで、現

在ガソリン税を入れた場合のガソリンに対する水素の競合可能なコストは７０円/立方メ

ートル前後と現行燃料と比べかなり高額となっている。水素供給ステーションの普及のた

めには、水素ステーションの建設コストを低減させ、同時に水素ステーションを大量につ

くることが不可欠となる。つまり、ここで課題となっていることは、技術的な問題に加え、

水素ステーションが少ないので燃料電池車を量産できず、燃料電池車の量が無いので水素

ステーションをつくっても採算がとれないことである。２０２０年の資源エネルギー庁の

目標値である日本国内で燃料電池車５００万台を達成するためには、全国で水素供給ステ

ーションが３５００から４０００ほど必要となるとの試算がある。この問題は、将来的に

政府がどれだけ水素ステーションに対して投資をできるかにかかっているといえる。 

 ここで今一度、燃料に注目したい。これら水素燃料が開発実験段階にあることからも、

現実的に当面まだ２０年から３０年は石油が主役になることが予想される。原油からはガ

ソリン、軽油、灯油、重油などが一定のバランスでつくられているが、今後需要が増える

と予想される水素は、様々な製造法があるが、当面ガソリンと灯油から取り出され製造さ

れる。将来的にはガソリンはガソリン車の燃料としてだけではなく、水素製造のために用

いられる。一方、ディーゼル車の主燃料である軽油からは水素を取り出すことが大変難し
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いとされている。そこで、水素を取り出しやすいガソリンは燃料電池車用の水素に、水素

を取り出しにくい軽油はクリーンディーゼルの燃料として用いることで、石油を効率的に

使うことができる。そうすることによって、原油の消費量を抑えることができると同時に、

ディーゼル車は天然ガスやバイオマスなど再生可能エネルギー燃料への対応もできる。将

来的に普及すると予想される天然ガスは直接使う場合、水素にして燃料電池車に用い、Ｇ

ＴＬに伴って製造されるＤＭＥは水素化して燃料電池車に、そのままでディーゼル車に用

いることができる。簡単に言えば、ほとんどの水素燃料は燃料電池車とディーゼル車のど

ちらにも用いることができるということである。このことからも、今後の動向を考えると、

ディーゼル乗用車の普及は将来的な観点からも非常に有効であるといえる。 

 現実的に考えると、燃料電池車の性能と現在の技術水準のインフラを考えた場合、燃料

電池車は都市内交通機関としてまず普及していくだろう。なぜなら、現段階において、燃

料電池車は航続距離が短く、水素供給ステーションが少ないからである。そうすることで、

環境面のメリットを享受できるが、燃料電池車の台数は今後１０年から２０年程度では

微々たるもので全体としての二酸化炭素削減へはあまり効果がないと考えられる。そこで、

近い将来、二酸化炭素削減効果が大きく、低公害のクリーンディーゼル乗用車を欧州のよ

うにガソリン車に代替させて普及させることで、自動車業界から排出される二酸化炭素を

大きく削減することができる。さらに燃料の面からも次世代自動車との兼ね合いから適し

ているといえる。自動車という商品の使用年数の長さを考えると、近い将来の二酸化炭素

規制のクリアや京都議定書のためにも、できるだけ早い導入が必要であり、その点からも

ディーゼル乗用車の普及は有効であるといえる。 

 

＊語句補足説明＊ 

ＧＴＬ・・・Gas to Liquid の略で、天然ガスを原料として科学反応により灯軽油等の液体

燃料を製造する技術のこと。 

ＤＭＥ・・・天然ガスから製造される液化ガスのこと。ガソリン等を製造する技術の進展

に伴って注目されている新燃料であり、天然ガスのほかバイオマス等からも

製造され、環境負荷が小さく取り扱いが容易であることなどから、幅広い用

途に使用ができるといわれている。 

 

（３）普及した際の大気への影響予測 

では様々な技術で環境配慮型クリーンディーゼル車が普及していくことで、具体的にど

れほどの効果がもたらされるのか。まず二酸化炭素の変化についての予測であるが、普及

の割合によって結果は異なってくるため、ここでは二つのケースを考える。 

まずケース①は、２００６年から普及が始まり、２０１０年まで新車販売台数に占めるデ

ィーゼル乗用車のシェアが１％ずつ増加し、２０１０年以降は５％を維持する場合である。

ケース②は、２００６年から２０２０年まで毎年２％ずつシェアが増加するケースである。 
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結果は以下のグラフで表される。 

２０１０年
２０１５年

２０２０年

ケース①

ケース②

86

311

635

41 104 144

0
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700

削減量(万トン)

ディーゼル車販売比率別ＣＯ２削減効果予測

（株）三菱総合研究所のデータより作成 

両ケースともに高い二酸化炭素削減効果がうかがえる。地球温暖化推進大綱によれば、運

輸部門において、クリーンエネルギー自動車の普及促進で二酸化炭素３５０万トン削減を

目標としていることを考えると非常に高い効果をもたらすと考えられる。しかし、特にケ

ース②のような速い普及速度は、国全体でのディーゼル車の悪いイメージやメーカーの動

向などの現状を考えると、達成することは難しいと言わざるをえない。 

 一方、日本自動車研究所では、新長期規制対応のクリーンディーゼル車が普及した場合、

ＰＭおよびＮＯｘ等の排出ガスが大気に及ぼす影響は非常に少ないとの見解を示している。 

このことからも、クリーンディーゼル車の普及は運輸部門の二酸化炭素排出削減に大きな

効果があり、大気環境に与える影響は少なく、現状の排出ガス総量や濃度を悪化させるこ

とはほとんど無いと考えられる。そのためにも新長期規制に適応したクリーンディーゼル

車が実用化することが非常に重要となってくる。 
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第４章 ディーゼル車の普及に必要な要素  

 

（１）日本での普及のポイントの検証に向けて 

前章でも述べたが、二酸化炭素の削減に着眼した際、メーカーの動向からも分かるよう

に、ディーゼル乗用車の普及は非常に有効な手段といえる。また、ＮＯｘやＰＭの排出等

のデメリットについてもクリアする可能性は十分にあり、次世代へ柔軟に対応できること

もわかった。以上のことを踏まえ、私は運輸業界の二酸化炭素削減に向け、ディーゼル乗

用車を日本で導入することを提案したい。そこでこの章では、ディーゼル乗用車のデメリ

ットが将来解消されることを見越し、普及のために必要な要素を検証する。 

ディーゼル乗用車の普及に必要な要素は何か。前に述べた欧州でのディーゼル乗用車数の

増加と日本におけるディーゼル乗用車数の低下という著しい差の要因を解明することで、

この糸口が見つかると考えられる。また、日本においてディーゼル乗用車が減少していっ

た原因を探り、その原因を克服することで、普及につながると考えられる。そこで日本に

おけるディーゼル乗用車の原因分析および欧州におけるディーゼル乗用車数拡大の要因分

析を順に行い、そこから日本での普及のポイントを検証する。 

 

（２）日本におけるディーゼル乗用車数低下の分析 

①消費者 

まず、消費者の視点から日欧の違いを検証する。 

このとき消費者が自動車を選ぶ際、どのような要素を見て、購入しているかを考える必要

がある。車販売の大手である[goo-net ポータブルサイト][Car@nifty]を参考に、消費者が

自動車を選択する際に絞り込む条件を、消費者が自動車を選ぶ際に考えうる条件と捉え、

これらの条件を以下に挙げる。 

・ ブランド            ・発売年 

・ 価格              ・オプション充実度 

・ 大きさ（排気量および形）    ・性能 

これらの条件の中で、ブランド・発売年・オプション充実度・大きさ（排気量および形）

の４つは、ディーゼル乗用車とガソリン乗用車のどちらを選択しても、サービス内容は同

じであり、関係は無いと考えられる。つまり、ここでは残りの性能・価格の２つの条件に

着目する。 

 株式会社三菱総合研究所では、ディーゼル乗用車に関するネットアンケートを行ってお

り、ここではこの結果を用いて検証する。このアンケートは、欧州の代表としてドイツの

５００人および日本の５００人の消費者に対して行われたものである。またこのアンケー

トでは、全体人数およびクリーン化されたディーゼル乗用車について知っている人数内で

の結果も表している。ドイツのディーゼル乗用車の普及率は、全乗用車の中で 

性能  
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ではまず性能面であるが、性能をディーゼル乗用車の出力（トルク）および加速の性能に

分けた結果、次ページの様なアンケート結果となっている。実際の性能比は、車種にもよ

るが、ディーゼルエンジンの目覚しい進歩により、ほとんどガソリンエンジンと同じレベ

ルである。前にも述べたが、中速域の加速性能等ではガソリン乗用車以上の性能を誇るま

でになっている。しかしアンケート結果から、両国のディーゼル乗用車の性能イメージに

は、かなりの差がみてとれる。注目すべきは、クリーン化認知度の差で、ドイツに比べ日

本ではディーゼルのクリーン化があまり知られていない。実性能差とイメージ差のギャッ

プから、日本の普及のためには、ディーゼルエンジン性能の正しい認知が必要であるとい

える。 

 

ディーゼル乗用車の性能イメージ 出力（トルク） 

 

 

 

ディーゼル乗用車の性能イメージ 加速 

 

 

 

（資料）株式会社三菱総合研究所 

価格 

車両価格差（イニシャルコスト）・・・日本ではほとんどディーゼル乗用車が出回っておら

ず、データが無いため、比較はできない。 

燃費（ランニングコスト）・・・燃費性能については、同じようにアンケートの結果を用い

る。日本においてディーゼル乗用車の燃費イメージが良いと答えた人は約５０％であった

のに対し、ドイツでは約８０％の人が「燃費が良い」と答えている。 

価格についてわかることは、日本に比べ、ドイツではディーゼル乗用車が経済的に優れて

いるという差が、普及の差をもたらすひとつの要素であるということである。ドイツでは
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日本と違い、最新の燃費性能を備えたディーゼル乗用車が市場に出回っているが、日本で

は、トラックや過去のイメージでしか無い。このことが、ひとつのイメージ差を生み出し

たともいえる。しかし、その他にも、燃費を左右する走行距離や交通事情、燃料費などの

要因が考えられる。このことについては後に述べる。 

これらのことから、日本の消費者は、クリーン化についての認知度が、ディーゼル乗用

車が普及しているドイツに比べ圧倒的に少なく、現在の実性能よりも過去のイメージが先

行してしまっていることがわかる。また、燃費に対する認識にもかなりの差があることが

わかる。つまり、消費者の視点から普及を考えた場合、イメージの向上と経済的優位性の

２点が重要となる。 

 

②コストメリットの縮小 

日本では、１９８９年の自動車税の改正により、自動車税において乗用車の普通、小型の

車種区分が廃止され、総排気量区分による税率が適用された。これによりガソリン乗用車

とディーゼル乗用車は同一の税額となったが、１９８９年以前と比較すると、ディーゼル

乗用車は２０００ｃｃ以上のクラスで増税となった。一方ガソリン乗用車はこのクラスに

おいて減税となった。さらにディーゼル乗用車に追い討ちをかけるように、この当時高出

力車が人気であり、この時点で同一排気量ではディーゼル乗用車の出力よりガソリン乗用

車の出力の方が勝ったこともディーゼル乗用車の減少の要因となった。しかし、現在は出

力の面において、その性能は肉薄してきており、現在のディーゼル乗用車の普及に大きく

関与しないと考えられる。 

 また、揮発油税と軽油引取税の税額差、つまり軽油とガソリンの価格差が少なくなって

きていることも、ディーゼル乗用車の持つコストメリットを少なくし、ディーゼル乗用車

の減少につながった。さらに１９９６年の特定石油製品輸入暫定措置法廃止を契機として、

９４年以降石油価格が大幅に下落した。特にガソリンは大幅な価格の下落となり、このこ

とでさらにガソリンと軽油の価格差が縮小した。具体的には、１９９０年代前半以前には

価格差が約５０円/Ｌであったが、一気に約２０円/Ｌまで下がった。このことで、ディー

ゼル乗用車はさらにその経済的優位性を失い、元来有していたコストメリットが非常に少

ないものとなってしまった。 

このことからも、様々な自動車税や燃料税の増減は少なからずディーゼル乗用車の普及

に影響を与えることがわかる。 

 

③日本独自のＮＯｘ重視の規制体系 

前に規制について触れたが、規制の違いも両者のディーゼル乗用車の普及の差につながっ

ている。日本の排出ガス規制は、光化学スモッグ等により、ＮＯｘ対策が社会的要請とな

っていたことを反映し、ＮＯｘの低減対策を優先してきたことが特徴である。そのため、

日本はＮＯｘの規制値が厳しく、ＮＯｘと燃費がディーゼルの構造上トレードオフの関係
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にあることから、ディーゼル乗用車の魅力である燃費性能の向上に悪影響を及ぼした。ま

た、ＰＭに対する規制が欧州より緩かったため、特にトラックなどの大型車による黒煙に

よってディーゼルはスモーキーという悪いイメージになってしまった。現在、最新の規制

値に適合した自動車は、黒煙排出とは無縁のものとなっているが、先にあげたドイツと日

本のイメージの差を生む要因となってしまったとも考えられる。悪くしたイメージは、デ

ィーゼル乗用車の普及に伴い、その高い性能を実際に体感することで、少しずつ挽回して

いくものである。今、できることはディーゼル乗用車の実性能の認知をいかにするか、と

いうことである。 

 

（３）欧州におけるディーゼル乗用車の拡大要因の分析 

①ディーゼル乗用車に対する認識の違い 

これまで述べてきた要因から日本のディーゼル乗用車市場は、１９９０年代後半に著し

く縮小しており、ディーゼル乗用車の新しい技術はほとんど注目されてこなかった。対照

的に、欧州では前述したような１９９０年代後半以降の様々なディーゼル車技術革新を市

場で体感・認知することができ、常に消費者に革新的なイメージを与えてきた。イメージ

だけではなく、技術面においても大きな進歩があったことは先に述べたとおりである。 

②都市環境 

以下の表は、日本とドイツの自動車を取り巻く環境の違いをまとめたものである。 

  日本 ドイツ 

道路事情 有料の高速道路 無料のアウトバーン 

ディーゼルに対するイ

メージ 

否定的・汚い・うるさい・性

能が悪い 

肯定的・スポーティ・高い運転性能・

環境性 

車の選択 
人気やイメージに大きく影

響・車両価格重視 
ライフスタイルにあった車を選択 

都市における交通事情 都市集中型 都市分散型 

ダイムラークライスラー「欧州メーカーの取り組み」を参考に作成 

ここで注目したい項目は道路および交通事情である。ドイツは日本に比べ都市が分散して

おり、それに伴い道路環境が非常に整っている。優れた道路整備に加え、都市が分散して

いることにより、ドイツをはじめとする欧州各国では、自動車消費者の年間平均走行距離

が総じて日本の平均を上回っている。（次頁図参照）このことが、ディーゼル乗用車の経済

的なメリットを際立たせているといえる。また、このことは上記表の「車の選択」項目に

おけるドイツの「ライフスタイルにあった車の選択」に結びついているのではないだろう

か。なぜなら、年間平均走行距離の長い消費者は、自動車にかかる生涯的な総費用を抑え

るために、燃費の安い車を購入する可能性が高く、逆に年間平均走行距離の少ない消費者

は、総費用に占めるランニングコストの割合が小さく、相対的にイニシャルコスト（車両

費）を重視することで総費用を抑えようとすることが考えられる。つまり、このことから
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ドイツの消費者は、ライフスタイルにより自動車にかかる生涯総費用に大きな違いが生じ

るため、このような結果が生じたと考えられる。日本が自動車選択において車両価格に重

視をしているのはこの逆の理由であると予想できる。 

国名 年間平均走行距離（ｋｍ） 

日本 9896 

ドイツ 12600 

イギリス 14720 

アメリカ 18870 

年間平均走行距離が日本と比べ長い欧州では、ディーゼル乗用車が普及しやすい環境にあ

るといえる。最新のクリーンなディーゼル乗用車は、技術投資や構造上ガソリン車と比べ、

車両価格が若干割高ではある。しかし走行距離の長い欧州の消費者が、この初期コストが

高いというデメリットを、ランニングコスト差ですぐに回収できるということが欧州での

ディーゼル乗用車普及の一つの要因といえる。 

 

（４）分析のまとめ 

ここでディーゼル乗用車の普及・減少に影響を与える要因を、まとめてみる。 

・ 燃費の良さ（ランニングコスト） 

・ 税等による燃料価格の増減 

・ 車両価格（イニシャルコスト） 

・ ライフスタイル（走行距離等） 

・ 自動車交通環境の整備度合い 

・ イメージ・クリーンディーゼルに対する認知 

・ 実性能 

概ねガソリン車同等、・ 規制 

・ 将来性 

現在のクリーンディーゼル乗用車は、ガソリン車と比

ては、前述したとおり、ディーゼル乗用車普及に向け

将来面や一部の性能面ではガソリン車に勝っていると

多少の課題はあるが、概ねクリアしており、今後の厳

ている。 

そこで私は上記４つの要因に注目したい。大きく分

消費者の面からみた経済性についてである。ディーゼ

経済性についてディーゼル乗用車が優位性をもつこと

あるといえる。次章では、日本におけるディーゼル乗

普及条件をより詳しく検証する。 

第５章 日本におけるディーゼル乗用車の経済性と政
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経済性要因 
あるいはそれ以上 

較した場合、実性能・将来性につい

てマイナス要因では無い。むしろ、

もいえる。また規制面においても、

しい規制にも対応できる目処がたっ

類すれば、上記４つの要因はすべて

ル乗用車がデメリットを解消した今、

ができれば、十分に普及する環境で

用車の経済性について分析し、その

策 



 

日本において乗用車販売に占めるディーゼル乗用車の割合は、１９８０年代にはほぼ

５％を超える割合に達しており、欧州の最新ディーゼル乗用車には性能面で劣ったもので

あったにもかかわらず、ディーゼル乗用車は消費者に受け入れられていた。それは、少な

からずディーゼル乗用車のもつ高い燃費性能や当時の燃料格差などのコストメリットに起

因するものであると考えられる。前章でも述べたが、ディーゼル乗用車がデメリットを解

消し、今後の技術革新を考えると、ディーゼル乗用車が経済性において優位性をもつこと

ができれば、少なからず普及する状況は整っていると直感的にわかる。そこで、この章で

は走行距離によって変化する自動車総費用を比較した後、いくつかの状況別ケーススタデ

ィを行い、ディーゼル乗用車とガソリン乗用車の経済性を求めていく。また日本における

ディーゼル乗用車普及のための経済的な必要条件を検証し、どのような政策が有効かを分

析していく。 

（１）仮定 

経済性を求めるにあたって以下の仮定をおく。 

・ 自動車の使用期間を１１年間とおく 

・ ＰＭ・ＮＯｘは規制をクリアしており、普及への影響度は無い 

・ 自動車廃棄・リサイクル等の費用は含んでいない。 

・ モデル内での各仕様の価格差は、日欧およびモデル内で共通である。 

自動車の使用期間については（財）自動車検査登録協力会が公表しているデータを基に設

定した。２００５年度における乗用車の自動車平均使用年数は１０．９３年であった。 

 

（２）各パラメータの設定 

自動車を使用する上で、消費者が負担する自動車総費用は以下の式で表される。 

       イニシャルコスト       ランニングコスト 

総費用 ＝（車両価格＋車両に関する税）＋（燃料費＋燃費に関する税）×走行距離 

ここではまず現在普及しているガソリン車とディーゼル車の総費用から経済性を比較する

が、現在日本ではディーゼル乗用車の販売は無いに等しく、データが無い。そこで自動車

の経済性を考えるにあたって、データの無いものに関しては、それぞれの値を設定してい

く必要がある。以下順に設定していく。 

車両の選択と車両コストの設定 

日本での車両価格を設定する。日本にはディーゼル乗用車が市場に無く、ここでは仮のデ

ィーゼル車両価格を設定する。そこで設定に際し、普及している欧州のディーゼル乗用車

のデータを参考にする。ディーゼル乗用車とガソリン乗用車の両方のエンジンを展開して

いる車種を調べたところ、全ての車種において、ディーゼル乗用車の車両価格の方が高か

った。例えば、フォルクスワーゲンのＧｏｌｆとメルセデスベンツＥクラスの２車種で、

ディーゼルタイプとガソリンタイプの価格を比較する。結果、順に対ガソリンタイプ＋約
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１５００ユーロ、＋約７００ユーロであった。このことから、日本においても同じように

ディーゼル乗用車を販売した際、ディーゼル乗用車の価格はガソリン乗用車に比べ、割高

となることが予想される。 

では車種の選択を考える。日本では平成１７年度からの規制、欧州では同じく２００５

年からのユーロ４規制があるが、比較すると日本の規制の方が少し厳しく、両者の規制に

は若干の差がある。しかし、日本の規制に対応するディーゼル乗用車のデータが無いため、

欧州のデータを参考にし、基本的にはユーロ４対応レベルのディーゼル車を用いて分析す

る。より厳しい日本の規制に対応した車を想定した場合、車両価格が若干高く設定される

可能性も若干考えられるので、それはケーススタディで取り上げることとする。日本版デ

ィーゼル乗用車を考えるにあたって、現在同じ車種の中で[日本ガソリン車][欧州ガソリン

車][欧州ディーゼル車]の３種類のタイプがあり、ユーロ４規制をクリアしているものが望

ましい。３種類のタイプがあることで、日本版ディーゼル車の設定が可能となる。そこで

ここではホンダのアコードを用いる。前章で触れたとおりホンダは欧州にてアコードディ

ーゼルを発表し、販売開始後すぐに約２万台を売り上げ、現在も大幅に売り上げを伸ばし

ている。そのため現在では、ホンダの販売するアコードのうち４割強がディーゼル仕様と

なっており、今後その数を伸ばしていくと考えられている。また性能面に関しても、多く

の関係者・消費者・日本人試乗者がディーゼルエンジンならではの低中速時の優れたドラ

イバビリティを高く評価し、日本の交通事情を考えてもそのメリットを活かすことができ

ると考えられる。また日本でも親しみがある点、ガソリン・ディーゼルの両展開をしてい

る点、ユーロ４を高いレベルでクリアしている点も選んだ理由である。以下にそれぞれ選

んだ欧州モデルを挙げる。 

車種エンジン 車種モデル名 価格（£）

欧州アコードガソリン（ＭＴ） Accord Saloon 2.0 i-VTEC Sport  18662.98

欧州アコードガソリン（ＡＴ） Accord Saloon 2.0 i-VTEC Sport Auro 19916.98

欧州アコードディーゼル（ＭＴ） Accord Diesel Saloon 2.2i CTDi Sport 20023.73

欧州アコードディーゼル（ＡＴ） Accord Diesel Saloon 2.2i CTDi Sport Auto(仮) 21369.16

＊これらのモデルの選択に際し、最も近いスペックとなるよう考慮した。両モデルにおい

てエンジン特性の違いから、若干の差はあるものの、本論文の目的において概ね同じと

考えて差し支えない範囲である。 

＊価格はイギリスの自動車販売会社「jamjarcar」の新車価格を扱った。 

欧州のアコードの価格を調べるとマニュアル車とオートマチック車の間に価格の差があり、

少なからず結果に影響が及ぶため、区別した。日本では欧州と違い、ほとんどオートマチ

ック車が普及しているため、日本版アコードディーゼル（ＡＴ）の価格を求める。このと

き基準となり、日本で上記欧州アコードと最も近いモデルは Accord 20 EL FF（ＡＴ）であ

り価格は 224.7 万円である。ディーゼル車は割高なため、この価格にディーゼル分加算す

る。まず、欧州アコードガソリンにおいてＡＴ仕様はＭＴ仕様の 1.0671918 倍である。こ
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の価格差割合がディーゼル車においても同じであると仮定した場合、欧州アコードディー

ゼル（ＡＴ）の価格は£21369.16 となる。そして今求めたアコードディーゼルのＡＴ仕様

とアコードガソリンのＡＴ仕様の価格差の割合を求めると、ディーゼル仕様は対ガソリン

仕様 1.0729116 倍であった。この価格差割合を日本のアコードガソリン Accord 20 EL FF

（AT）の価格 224.7 万円に当てはめることで、日本版アコードディーゼル車（AT）の価格

とする。日本でのアコードの価格は以下のようになった。 

車種エンジン 車種モデル名 価格(円) 

日本アコードガソリン（AT） Accord 20 EL 2247000

日本アコードディーゼル（AT） 仮 Accord diesel   （仮） 2410832

なお、日本アコードディーゼル（仮）のスペックや仕様等については、エンジン以外は日

本アコードガソリンの現行車と同じとする。またエンジンによって変わる排出ガス値や動

性能は欧州ディーゼル車と同じ設定とする。具体的な数値仕様は以下に掲載する。 
 
左表：日本アコードガソリン Accord 20 EL

 

右表：日本アコードディーゼル AT(仮)（数値は

Accord Diesel Saloon 2.2i CTDi Sport） 

（資料）左表 本田技研工業株式会社  右表 jamjarcar（英国）より 
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車両に関する税（消費税を除く） 

乗用車を購入・保有した際以下の税金が発生する。日本の乗用車にかかる諸税は複雑な税

体系の構造となっているため、以下にまとめる。 

自動車取得税・・・購入したときの購入価格を基準として課税される都道府県税。 

自家用の場合、購入価格の５％である。この税には環境配慮自動車に

対し減税措置もある。 

自動車重量税・・・車検時ごとに車の重量に応じて課税される国税。自家用乗用車は重量

０．５ｔ毎に６３００円/年。両アコードは１．４ｔであるため１２６

００円/年となる。 

自動車税・・・・・毎年４月１日現在の持ち主に対して排気量別に定額で課税される都道

府県税。取得税同様プリウスなどの環境配慮自動車に対し減税措置が

ある。日本アコードガソリンは１９９８ｃｃのため、年間３９５００

円の負担である。日本アコードディーゼルは２２０４ｃｃのため、年

間４５０００円の負担となる。 

燃料費 

石油情報センターの「給油所石油製品市況調査」を基に、２００５年１２月の全国平均を

燃料費として設定する。ガソリン１２９円（円/Ｌ）、軽油１０６円（円/Ｌ） 

燃費に関する税 

燃料に課税され、課税後の価格が販売される燃料の価格となる。これらの税はランニング

コストに影響を与える。 

揮発油税・・・・・国税。ガソリンに課税され、消費量に応じて負担する。４８．６円/Ｌ 

地方道路税・・都道府県税。ガソリンに課税され、消費量に応じて負担する。５．２円/Ｌ 

軽油引取税・・・・都道府県税。軽油に課税され消費量に応じて負担する。３２．１円/Ｌ 

 

（３）経済性の比較 

では、ここで車両購入費および１１年間の維持費をまとめ、合計値を求める。 

  日本アコードガソリンＡＴ 日本アコードディーゼルＡＴ(仮) 

車両価格（税込） 2247000 2410832

取得税 112350 120542

自動車税 434500 495000

重量税 138600 138600

合計 2932450 3164974

小数点以下四捨五入（単位は全て円） 

次に走行距離にしたがって、ガソリン乗用車とディーゼル乗用車の総費用がどのように

変化していくのかをみていく。アコードガソリンの燃料消費率（km/L）は 13.6km/L である。
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アコードディーゼルの燃料消費率には街道走行時に mpg=39.8、大都市部内を含む街道走行

時に mpg=52.3 であり、mpg=0.43km/L で換算するとそれぞれ 17.114km/L、22.489km/L 

となる。今回の分析では１１年間の走行距離による変化を求めるため、1km あたりの燃費を

それぞれ求めると、以下の値となる。 

[アコードガソリン] 129(円/L)/13.6(km/L) ＝ 9.485294118 円/km 

[アコードディーゼル(mpg=39.8 時)]  106（円/Ｌ）/17.114(km/L) = 6.193759495 円/km 

[アコードディーゼル(mpg=52.3 時)]  106（円/Ｌ）/22.489(km/L) = 4.713415448 円/km 

では、以上の費用を含め、イニシャルコストおよびランニングコストの総費用を求める。

走行距離による総費用および対ガソリン総費用の変化は以下の表、グラフとなる 

＊語句補足説明＊ 

 mpg・・・マイル/ガロンを表す単位。 

mpg=39.8 mpg=52.3 
走行距離

(km) 

ガソリン 

総費用 
ディーゼル  

総費用 

対ガソリン 

総費用差 

ディーゼル 

総費用 

対ガソリン 

総費用差 

0 2932450 3164974 232524 3164974 232524

10000 3027302.941 3226911.595 199608.6538 3212108.154 184805.2133

20000 3122155.882 3288849.19 166693.3076 3259242.309 137086.4266

30000 3217008.824 3350786.785 133777.9613 3306376.463 89367.6399

40000 3311861.765 3412724.38 100862.6151 3353510.618 41648.8532

50000 3406714.706 3474661.975 67947.26888 3400644.772 -6069.933505

60000 3501567.647 3536599.57 35031.92265 3447778.927 -53788.72021

70000 3596420.588 3598537.165 2116.576425 3494913.081 -101507.5069

80000 3691273.529 3660474.76 -30798.7698 3542047.236 -149226.2936

90000 3786126.471 3722412.355 -63714.11602 3589181.39 -196945.0803

100000 3880979.412 3784349.95 -96629.46225 3636315.545 -244663.867

110000 3975832.353 3846287.544 -129544.8085 3683449.699 -292382.6537

120000 4070685.294 3908225.139 -162460.1547 3730583.854 -340101.4404

130000 4165538.235 3970162.734 -195375.5009 3777718.008 -387820.2271

140000 4260391.176 4032100.329 -228290.8471 3824852.163 -435539.0138

150000 4355244.118 4094037.924 -261206.1934 3871986.317 -483257.8005

（単位：円） 
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走行距離

アコードガソリン車は車両購入費がディーゼル仕様車に比べ安いものの、走行距離が長く

なるにつれてそのコストメリットは縮小していく。そしてアコードガソリン車のコストメ

リットは、アコードディーゼルの mpg=39.8、mpg=52.3 の両場合において、走行距離がそれ

ぞれ約７０６４３km、４８７２７km の地点において逆転されている。つまり、この走行距

離を超える場合、ディーゼル仕様車の方が経済的に有利となることがわかる。 

 ではここからアコードディーゼルの mpg=39.8 のケースを用い、検証をしていく。ガソリ

ン仕様車のコストメリットを超える走行距離７０６４３km は、１年あたりの走行距離に換

算すると約６４２２km である。現在、日本における普通自動車年間平均走行距離は 

９８９６km である。また以下の表は日本の年間平均走行距離と頻度の関係を表している。 

総
費
用
　
総
費
用
差

リ
ン
）

（
対
ガ
ソ

アコードガソリン総費
用

アコードディーゼル総
費用mpg=39.8

対ガソリン総費用差
mpg=39.8

アコードディーゼル総
費用mpg=52.3

対ガソリン総費用差
mpg=52.3
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この表から年間平均走行距離は約８割強の頻度で７０００km を超えることがわかる。この

ことから使用年数が１１年の場合、多くの消費者はアコードガソリンに比べ、アコードデ

ィーゼルの方がコストメリットを享受できるといえる。 

 

（４）ケーススタディ（使用年数） 

日本は欧米と比べ、自動車の平均使用年数が短い。それは前述した日本人の自動車選択の

要素である「人気に影響されやすい」や他にも「地位や自己表現」といった要素が欧米に

比べ強いと言われていることも関係していると考えられる。使用年数はイニシャルコスト

に少なからず影響を与える。では、この使用年数の変化はガソリン車とディーゼル車の経

済性にどのように表れるのか。先ほどのアコードの例を用い、検証したところ以下のよう

な結果が得られた。（ＩＣ＝イニシャルコスト、Ｇ＝ガソリン、Ｄ＝ディーゼルを表す） 

使用年数 

（年） 

自動車税 

Accord G 

自動車税

Accord D

重量税 

（共通） 

ＩＣ 

Accord 

Ｇ 

ＩＣ  

Accord Ｄ

コストメリット 

逆転距離(km) 
逆転距離/使用年数

1 39500 45000 12600 2411450 2588974 53933.50529 53933.50529

2 79000 90000 25200 2463550 2646574 55604.45839 27802.2292

3 118500 135000 37800 2515650 2704174 57275.4115 19091.80383

4 158000 180000 50400 2567750 2761774 58946.36461 14736.59115

5 197500 225000 63000 2619850 2819374 60617.31771 12123.46354

6 237000 270000 75600 2671950 2876974 62288.27082 10381.37847

7 276500 315000 88200 2724050 2934574 63959.22392 9137.031989

8 316000 360000 100800 2776150 2992174 65630.17703 8203.772128

9 355500 405000 113400 2828250 3049774 67301.13013 7477.903348

10 395000 450000 126000 2880350 3107374 68972.08324 6897.208324

11 434500 495000 138600 2932450 3164974 70643.03634 6422.094213

12 474000 540000 151200 2984550 3222574 72313.98945 6026.165787

13 513500 585000 163800 3036650 3280174 73984.94255 5691.149427

14 553000 630000 176400 3088750 3337774 75655.89566 5403.992547

15 592500 675000 189000 3140850 3395374 77326.84877 5155.123251

16 632000 720000 201600 3192950 3452974 78997.80187 4937.362617

17 671500 765000 214200 3245050 3510574 80668.75498 4745.220881

18 711000 810000 226800 3297150 3568174 82339.70808 4574.428227

19 750500 855000 239400 3349250 3625774 84010.66119 4421.613747

20 790000 900000 252000 3401350 3683374 85681.61429 4284.080715
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この結果は使用年数が増えれば増えるほど、アコードディーゼルがコストメリットを享受

するために必要な「１年間の平均走行距離」が短くなることを示している。また、年間平

均走行距離の長いイギリスに対し、日本はディーゼルによるコストメリットを享受できる

までに長い年数が必要であることがわかる。ディーゼルによるコストメリットが得られる

具体的な使用年数は、グラフの交点Ａ，Ｂから求められる。コストメリット逆転距離/使用

年数の近似曲線はエクセルにより導かれる。 

[コストメリット逆転距離/使用年数 曲線] ｙ＝ 48461x-0.8322

[Ａ点] y＝14720 より、ｘ＝ 4.1862…. 

[Ｂ点]ｙ＝9896 より、ｘ＝ 6.7460…. 

つまりイギリスでは約４．１９年、日本では６．７５年となり、この値以上アコードを保

有・使用する場合、ディーゼル仕様車の方が経済的に優位となる可能性が高い。さらに使

用年数が増えれば増えるだけ、そのコストメリットは拡大していくことがわかる。 

また、年間平均走行距離が少なく、ガソリン車の方が経済性に勝っているユーザーも、そ

の使用年数を長くすることで、経済性が逆転できる。例えば、年間平均走行距離５０００

km のドライバーの例を考える。日本の平均的な使用年数である約１１年の使用期間では、

前検証で求めたコストメリット逆転距離６４２２km に達していないため、ガソリン仕様車

に経済優位がある。しかし、同じ５０００km での年間平均走行距離でも、同じ車により長

く乗る場合、上記表より１６年目から今度はディーゼル仕様車へ経済優位が変わる。 
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ガソリン仕様車に対してディーゼル仕様車が経済優位を得ることを考えたとき、より少な

い走行距離で経済優位を達成することが効率的であるとした場合、次の特徴が表の[逆転距

離/使用年数]から導ける。この効率性をＹ、時間をＴとすると、Ｙ＝Ｆ（Ｔ）となり、 

0)( >′ TF 、 となる。 0)( <′′ TF

 

（６）考察 

仮に設定した日本アコードディーゼル（ＡＴ）から以上の結果が求められた。これらの結

果からディーゼル車について以下のことが導ける。 

・ 現段階において、日本の平均使用年数では約８割強の割合でユーザーは経済的なメリッ

トが享受でき、普及する環境は整っているといえるが、欧米と比べた場合そのメリット

は体感しづらいものとなっている。また日本に多い走行距離の短いユーザーに対しては

コストデメリットが発生する。 

・ 使用年数を増やすことで、ディーゼル乗用車のコストメリットは享受しやすくなる。特

にディーゼル車のメリットが発揮しづらい走行距離の少ないユーザーは、使用年数を長

くすることでそのデメリットを解消できるため、いかにして走行距離を伸ばすかが鍵と

なる。使用年数は総じて欧州の方が長く、この点に関しても日本はディーゼルの経済性

メリットを少なくしている。 

このように日本では概ね経済的メリットは享受できるが、総じて欧州に比べそのメリット

が少ないものと考えられる。また今後新長期規制や２００９年から導入されるポスト新長

期規制など、ディーゼル車に対する排出ガス規制が強まることは間違いなく、これらの規

制をクリアするために、燃料噴射の更なる高度化や装備される後処理技術によって、ディ

ーゼル車の車両価格等のコストが増える可能性もあり、さらにこれらの経済性メリットが

少なくなっていく可能性もあるといわれている。欧州との差や車両価格の上昇が、日本で

ディーゼル乗用車を販売した際にどの程度影響を及ぼすかはわからないが、欧州での普及

の実績を考慮すると同じ水準の経済性メリットを有することが望ましい。そのためには、

使用年数や走行距離を長くすることで、ディーゼルのメリットをより大きくしていきたい

が、欧州のように都市を分散させ、ライフサイクル自体を変えていくことは、あまりに無

謀であり、現実的ではない。また使用年数に関しても、長い期間乗ることでディーゼル車

の経済的メリットを享受できる反面、長く走る分将来時点で性能劣りした車がずっと走っ

てしまうこととなり、逆に足を引っ張ってしまう恐れもある。そこで、私は自動車に関わ

る様々な費用に着目し、費用を操作することで、日本においても欧州と同じ水準の経済性

を実現させることが有効であると考える。 

そこで、普及を考えた際、以下の目標を設定する。 

[目標]ディーゼル乗用車で欧州と同じ水準のコストメリットを達成する。 

 では、この目標を達成するために、自動車に関わる費用をみていきたい。自動車に関わ
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る費用には車両価格と燃料費、そしてこれらにかかる税金がある。ここで注目したいのは

税である。現在、日本の自動車業界では環境配慮自動車に対し、購入翌年までの自動車税

の減税措置を行っている。これは排ガスや燃費水準を基に減税対象を選定しているもので

ある。また数こそ少ないがメタノール車や電気自動車などの低公害車に対し自動車取得税

減税（購入時）もある。この他に補助金制度もある。例えば、トヨタ自動車が販売するハ

イブリッドカー「プリウス」などの環境配慮自動車は年間走行距離６０００km 以上ユーザ

ーに対し、プリウスへの買い替え時に補助金が適用される。これらの優遇措置は低公害車

の普及に少なからず影響をもたらしたことからも、これらの優遇措置をディーゼル車の導

入に活用し、目標を達成することを考える。では、これらの政策が、ディーゼル車の経済

性にどのような変化をもたらし、いかにして欧州水準の経済メリットを達成できるかを考

察する。先に挙げたアコードの例を用いると、各費用および税は以下の表で表される。こ

こでは各費用および取得税率減税分・自動車税減税分・車両価格増分・補助金の値を以下

の記号でおく。 

  日本アコードガソリンＡＴ 日本アコードディーゼルＡＴ(仮) 

車両価格（税込） Ｇ Ｄ 

燃料費 ｍ         ｎ 

取得税率減税  Ｄｓ 

自動車税減税  Ｄｊ 

車両価格増分  Ｄｃ 

補助金  Ｄｈ 

合計 ＴＣｇ ＴＣｄ 

                                   （単位：円） 

これらの値が変化することで、以下のようなケースが考えられる。 

ケース①車両価格が高くなる場合 

    燃料噴射の更なる高度化や装備される後処理技術によって、ディーゼル車の車両

価格等のコストが増える可能性がある。 

ケース②自動車税、取得税のどちらか、あるいは両方が減税する場合 

Ｄｓ＋Ｄｊ＞０ 

ケース③軽油燃料費をガソリンに比べ相対的に減少させる場合 

ケース④現行と同じように一定の走行距離に達した自動車に対し補助金を適用する場合 

 

ケース③に関しては、現行で行われたことは無いが、政策として有効ではないかと考え、

提案したものである。中央大学の鹿島茂教授によれば、「二酸化炭素の削減を考えたとき、

同額増税を行うのであれば、取得保有課税よりも燃料課税を行うほうが効果的である」と

ある。ここではディーゼル乗用車について言及していないが、仮に現ガソリン燃料課税が
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なされた場合、ガソリン車は総費用が増え、二酸化炭素の削減に結びつく。しかし同じ二

酸化炭素の削減を考えるのであれば、ディーゼル乗用車が大きな効果をもたらすことに注

目したい。ガソリン燃料課税に対し、クリーンディーゼル乗用車に対する軽油燃料新課税

を減税あるいは非課税にすることで、現費用と変わらないままにディーゼル車の相対的な

コストメリットが生じる。そうすることで、よりディーゼル車のコストパフォーマンスが

相対的に大きくなり、ディーゼル車への移行に結びつく可能性がある。このことから、新

たに燃料課税がなされた場合における軽油の新課税分の減税（非課税）のケースを取り上

げる。 

 

ではこれらの各ケースがどのような効果および変化をもたらすかを、グラフを用いて検証

してみる。 

 

 

Ｇ 

Ｄ 

Ｄ＋Ｄｃ 

TC 

Ｄｈ 

② 
④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊グラフは結果の大小関係を表す

＊グラフの基本的な構成は、日本

１１年使用時のものを参考とし

＊基本的な構成は前述したアコー

＊欧州との比較のため、欧州と日

とした。 

＊自動車税減税は本来翌年まで減

を購入時の減税分にまとめた。

上記グラフにおいて①、②、③、

 

総費用 
Ｈ  A    B   Ｚ１ C？  D Ｚ２

ことを目的としており、詳細な比率では描かれてい

における平均使用年数である１０．９３年を考慮し

た。 

ドの表およびグラフを基に作成した。 

本でガソリン車およびディーゼル車の総費用を同じ

税措置があるが、グラフの簡易化のために翌年の減

 

④はそれぞれケース①、ケース②、ケース③、ケー
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① 
①＋③ 
TCd=D+nＸ 
③ 
走行距離(X) 

ない。 

、 

もの

税分

ス④



を表したものである。また黒の太線は,変化する前の状態を表している。変化する前におい

て、ディーゼル車のコストメリット逆転距離はＢである。またＺ１およびＺ２は日本の平均

走行距離を表したものである。 

考察 

・ケース①における総費用は直線①となり、ディーゼル車のコストメリット逆転距離はＢ

からＤへ伸びる。車両コスト増加分ディーゼル仕様車はコストメリットが得られにくく

なることを表している。日本の平均走行距離がＺ１の場合、ディーゼル車はそのコスト

メリットを享受できるユーザーが少なくなってしまい、経済性を活かした普及は難しく

なる可能性が比較的高い。一方、平均走行距離がＺ２のときはこの距離に到達する前に

ディーゼル車がガソリン車に比べ経済的優位にたつ可能性が高く、車両価格が増加して

もなお普及する可能性は十分にあるといえる。  

・ケース②における総費用は直線②となり、ケース①と逆方向へシフトする。これらの減

税措置はディーゼルのもつ経済優位性を現状と比べ必ず強める効果があり、有効である

ことは明らかである。 

・ケース③における総費用は直線③となり、ディーゼル仕様車はガソリン車と比べ、さら

にその経済性優位を強める。軽油燃料の相対的減税措置はディーゼル仕様車の普及を後

押しすることを示している。このことは、揮発油税率増加や軽油引取税率減少などの政

策も同じような効果をもたらすと考えられる。仮に車両価格が上がった場合にこのよう

な政策がとられた場合、直線①＋③の直線となる。直線の位置はケース①とケース②の

それぞれの変化量の大小によって結果が異なるものとなる。グラフから走行距離Ｃが、

ＡからＤの間にある場合（Ａ＜Ｃ＜Ｄ）、ガソリン車と比べディーゼル車がその経済性優

位保つことがわかる。しかし、Ｃ＜Ｚ１および平均走行距離がＺ２のときは、ガソリン

車に優位性を保てるが、Ｃ＞Ｚ１のときディーゼル車はコストメリットを失う場合が多

いと考えられる。このことから、仮にＣとＺ１の大小関係でディーゼルの普及が決定さ

れるとき、この政策は普及を後押しするが、Ｃ＜Ｚ１時にはその効果が少ないものとな

ってしまう。 

・ケース④における総費用は走行距離がＨに到達する前までは直線ＴＣｄと同じ総費用で

あるが、走行距離Ｈ以降は補助金分直線ＴＣｄが下にシフトする。補助金はどのケース

と併用しても、ディーゼル車の経済性優位を大きく強める。特に、ディーゼル車がガソ

リン車に対しコストデメリットが発生しやすい短い走行距離では、その差を大きく縮小

あるいは逆転する可能性がある。また自動車使用年数が比較的短いユーザー（買い替え

の早いユーザー）に対してもディーゼル車の経済性優位を享受しやすくなる。 
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では、これらの政策を用いて、欧州水準の経済メリットを達成することを考える。 

このとき以下の仮定をおく。 

・ 欧州の水準の例としてイギリスを用いる。 

・ モデルの簡素化のためにイギリスの自動車設定を先に設定したアコードとし、諸費とと

もに日本と共通とする。また使用年数も日本と同じ１１年とする。（実際には多少の差

があるが、今回の分析ではその差による影響が少なく、結果に影響がでないと考える。） 

・ mpg=39.8 とし、先の分析結果からガソリン仕様車とディーゼル仕様車の総費用逆転距離

は 70643km とする。１年あたりの走行距離に換算したものは 6422km である。 

・ 日本の年間平均走行距離を 10000km、イギリスの年間走行距離を 15000km とし、それぞ

れ x1、x2 と表す。 

・ ディーゼル乗用車の経済性優位の水準は、年間走行距離時におけるガソリン仕様車とデ

ィーゼル仕様車の総費用差とする。 

総
費
用 

 
 
 
 
 
 
 
 

Ｄ 
 
 
 
 

Ｇ 

TCg 

Ｄ 
TCd 

 

イギリス、日本の総費用差はそれぞれグラフの△ＡＥＤ、△ＡＢＣで表される。 

日本がイギリス水準の総費用差を達成するためには、両国の差である□ＢＣＥＤ(薄緑部)

分を日本の総費用差へ増やす必要がある。そこで政策によってＡを動かすことで、このこ

とを達成する。以下、先ほど挙げたケース②③④の政策を順にみていく。 

まず、ケース②の自動車税・取得税の減税であるが、その効果は先に述べたとおり、こ

こではＴＣｄを下にシフトさせる(水色の直線)。減税措置を行った場合、直線ＴＣｄはよ

り走行距離の短い距離Ｇで直線ＴＣｇと交わる。ここで□ＡＣＨＧの面積を□ＢＣＥＤの

面積と等しくさせることで、両国の総費用差は同じものとなる。つまり□ＡＣＨＧと□Ｂ

ＣＥＤが等しくなるような減税制度を設定することで、目標は達成される。 

Ａ 
Ｂ 
Ｃ 

Ｅ 

Ｆ Ｇ 

           x3  x0  ｘ1   x2    走行距離(x) 

ケース②、④ 

Ｈ 
ケース③ 
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 ケース③であるが、上記グラフでは緑の直線で表される。この直線と直線ＴＣｇの交点

をＧ´とすると、□Ｇ´ＨＣＡと□ＢＣＥＤが等しくなるように、ガソリンと軽油の課税

割合を設定することで、両国の総費用差は等しくなる。 

ケース④の補助金であるが、グラフの赤い点線で示される。補助金は前述したとおり一

定の距離で、直線ＴＣｄを下に平行シフトするものであるため、イギリスと同じ総費用差

を達成するには２通り考えられる。一つ目は走行距離ｘ3までの任意の距離でケース②と同

水準（あるいはそれ以上）まで下にシフトさせ、ケース②と同様の効果をもたらす方法で

ある。二つ目は走行距離ｘ3からｘ1の間で、ケース②の減税分以上の補助金を出し、総費

用差を□ＢＣＥＤと等しくさせる方法である。 

 

これまで、これら３ケースの政策について達成する方法および水準を考えてきた。ここ

で実際の導入可能性を検討する。具体的な値を設定するため、アコードの事例を用いて、

具体的な数値を求めていく。 

両国のｘ１、ｘ２での年間での総費用差は前に求めた経済性の表から 

△ ＡＢＣ＝１２９５４４円/１１年＝１１７７６円 

△ ＡＤＥ＝２９４１２１円/１１年＝２６７３８円    （小数点以下切捨） 

と求められる。この両国の総費用差の差は 

△ＡＤＥ－△ＡＢＣ＝１４９６２円 

である。また１１年の使用での総費用差の差は１６４５８２円となる。 

つまり政策によりこの差額を補うようそれぞれの政策を設定するべきである。 

 

まず補助金を考える。前述したとおり、現在プリウスなどの低公害車に対し、補助金制

度がある。この補助金額は年間走行距離が一定距離以上（プリウスの場合は年間６０００

km）のユーザー対して１９万円となっている。この制度の枠組みをディーゼル車にも適用

したとすると、先ほど求めた１１年間での総費用差の差は１６４５８２円であり、この額

を補助金として考えた場合、プリウスの例からも実現可能な水準であるといえる。また、

補助金の適用を決定する一定の走行距離を短く設定することで、日本の都市部に多く見ら

れる走行距離の短いユーザーに対しても、そのコストデメリットを緩和させ、ディーゼル

乗用車購入へのインセンティブを与えることができる。 

自動車税の減税に関しては、年間の支払いの際に約１５０００円の減税をすることで、

この差額を補填できる。都道府県の減収の補填をどうするかが問題となる。しかし、現在

低公害車に適用されている減税率は２５％から５０％と非常に大きなものとなっており、

この額の減税は現実的なものであるといえる。 

自動車取得税は購入時のみに適用される税であり、この税を減税しただけでは１６万円

の差額の補填は難しい。他の政策との併用が望ましい。 
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次に軽油価格の相対的減税については、どの程度軽油とガソリンの価格差を作る必要が

あるかを計算する。現在１ｋｍあたりの燃料価格差は３．２９２２円である。この総費用

差の差を補填するために追加的に必要な費用は 

１４９６２円/９８９６km（日本年間平均走行距離）＝１．５１１９円/ｋｍ 

であり、１ｋｍあたりの軽油とガソリンの価格差を４．８０４１円に設定することで、日

本はディーゼル仕様車から欧州と同じ水準のコストメリットを享受できる。この価格差を

減税措置や新燃料課税の非課税によって実現できるかは、様々な要素が絡むため判断する

ことは難しい。しかし、仮に実現されれば多くのユーザーが欧州のようにランニングコス

トを重視した車選びをし、自然とディーゼルユーザーが増えることが予想できる。またガ

ソリンの相対価格が上がることで、同時にガソリン車の二酸化炭素削減にもつながり、ガ

ソリン車での二酸化炭素削減・ディーゼル車普及での二酸化炭素削減と二つの効果が期待

できる。また、これらの政策の実現が現実的に難しい場合、それぞれの政策を組み合わせ

ることでそれぞれの政策によるマイナス面を最小限に抑えることができる。 

 

これらの政策は実現可能性がわからないものもあるものの、概ね経済面において導入可

能な範囲内にあるといえる。これらの政策は、ディーゼル車の普及を妨げている原因であ

る「ディーゼル車の悪いイメージの先行」についても、政策によって購入の後押しをする

ことで、ディーゼル車の高い性能が悪いイメージを払拭するであろう。ディーゼルならで

はの高い走行性能は、最近のモーターショーや試乗会にて多くの日本人ドライバーを虜に

している。一度、良いイメージができれば、自ずとディーゼル車に対する良いイメージは

広まっていくだろう。 

 

以上の結果から次の結論が導かれる。運輸業界の二酸化炭素削減に向けて、クリーンデ

ィーゼル車の導入は有効な手段であるといえる。日本へディーゼル車の導入を考えたとき、

現状のままでも概ね経済的な問題は無い。しかし、以前の日本や欧州と比べそのコストメ

リットが少なくなったため、普及させるためには、いくつかの政策により、ディーゼル車

のコストメリットを今以上に強く打ち出す必要がある。これらの政策は概ね現実的な範囲

内にあることから、ディーゼル車の導入は可能かつ有効であるといえる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 39



終章 

本論文に取り組んでいる最中に、２００６年秋よりメルセデス・ベンツがディーゼルエ

ンジンを搭載した「Ｅ３２０ ＢＬＵＥＴＥＣ」を北米向けに販売すると発表した。課題

とされていたＮＯｘの削減を独自の新システム「ＢＬＵＥＴＥＣ」で大幅に解消している。

このようにディーゼルの技術は日々進歩しており、これはそれだけ導入の価値があること

を裏付けている。本田技研工業は以前｢将来クリーン化が進めば、一気にディーゼルエンジ

ンが主役となる可能性が十分あり、独自のディーゼル技術を開発している｣との見解を示し

ていたが、メルセデス・ベンツのＢＬＵＥＴＥＣの発表は、まさにこの時が迫っているこ

とを予感させる。世界の自動車市場は大きく変わりつつある。早急な地球温暖化対策の必

要性が高まる中、ディーゼル車の普及がその解決策の一つであることは間違いない。日本

の自動車市場へのディーゼル乗用車導入を促進させるには、政策的な後押しが一つの鍵と

なるであろう。運輸業界における二酸化炭素削減対策として、大きな可能性をもつディー

ゼル車が、今後日本において普及し、活躍することに期待したい。 

 

 

メルセデス・ベンツ Ｅ３２０ ＢＬＵＥＴＥＣ (デトロイトショー2006 より) 
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